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情報通信行政・郵政行政審議会 電気通信事業部会・接続委員会 

合同公開ヒアリング（２月２２日）後の追加質問に対する各社回答（抜粋） 

 

１．分岐単位接続料の設定関連 

 

分岐単位接続料の設定の可否 

 

質問１－１ １分岐単位での光アクセス開放については、乗り越えるべき種々の問題があることを理解します。また、それが、競争を促進し光アク

セスのさらなる低廉化と需要拡大を実現するための唯一の方法ではないこともわかりますが、以下の様な提案について NTT の考えをお示し下

さい。 

『１分岐単位での光アクセス解放と同時に乖離額の全額調整を導入する。料金に関しては、傾斜的な設定を含める等の工夫により、負担の

公平性に配慮する。』 

乖離額の全額を調整可能とすることで、投資リスク、費用回収の問題は解消するのではないでしょうか。 

 

NTT 東西 

・１ユーザ単位（１分岐単位）の接続料を設定する上では、以下の３点が担保されることが必要と考えます。 

 ①設備構築事業者としてコスト回収漏れが生じないこと 

 ②サービス提供事業者間の同等性を確保すること 

 ③当社の管理部門から光を借りるサービス提供事業者と他の設備構築事業者の間の同等性を確保 

 すること 

・①については、ご指摘のような未回収コストを全額精算できるルールができれば、解決可能と考えます。 

・しかしながら、②については、全てのサービス提供事業者に対して１ユーザ単位の接続料を設定した場合、傾斜的な料金設定をし

たとしても、同じ１芯を利用するにも係らず、１芯により多くのユーザを獲得した事業者が、１芯にごく僅かなユーザしか獲得できなか

った事業者からの未回収コストを含め、より多くのコストを負担することとなり、サービス提供事業者間の負担の公平性が図れないと

考えます。 

 仮に、１芯を専用するメニューと、共用するメニューを並存させ、専用するメニューは現行どおり１芯単位の接続料、共用するメニュ

ーは１ユーザ単位の接続料とした場合でも、専用するメニューを選択したサービス提供事業者は１芯のコストを負担する以上、共用

するメニューを選択したサービス提供事業者が共用する者同士で１芯分のコストを負担するという精算を行わなければ、負担の公
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平性が図れないと考えます。 

・更に、②のような問題が発生するということは、③の同等性も確保できないと考えます。 

・また、そもそも、傾斜的な料金の水準・体系を合理的に設定することは困難と考えます。 

・従って、１芯を使用する以上は、１芯分のコストを負担していただかざるを得ないものと考えます。 

 
 
質問１－２ KDDI は 3 年前と異なり、1 分岐での接続に反対という意見でした。その理由の一つとして、一芯借りでの競争が可能という主張でした。

KDDI の主張に対し、各社はどのような意見をお持ちでしょうか。 

 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 

• ＫＤＤＩ殿は一芯単位での接続での競争が可能と主張していますが、それは採算性の見込める大都市等一部エリアにのみ当てはま

る話であり、全国の隅々までこのビジネスモデルを展開していくことは困難と考えます。 

• 特に、ルーラルエリアにおいては、世帯数が少ないこと及びＮＴＴのブランド力の影響が大きいこと等から、一芯単位での接続のまま

では接続事業者は競争上極めて不利な立場におかれ、そうしたエリアには電力系事業者等の参入も見込まれず、ＮＴＴ東西殿の独

占市場になってしまうことは明白です。 

• したがって、ＯＳＵ共用による１分岐単位での接続の実現が必要不可欠であり、分岐接続の実現により、需要の少ないルーラルエリ

アにおいても、競争促進による利用者の選択肢拡大及び需要喚起が実現されるものと考えます。 

• なお、一芯単位での接続で競争が可能というＫＤＤＩ殿の主張は、現在の料金水準を前提とした主張と考えられますが、「光の道」実

現のためには利用者料金の更なる低廉化が必要であり、現在の料金水準では不十分と考えます。 

関西ブロー

ドバンド 

KDDI さんがギガ得を展開しておられる地域は、地域の都心部であり、ADSL ですら加入数が見込みにくい地域ではありません。 

一芯借というのは、設備コストに対して顧客数が見込める地域でしか成り立たない考え方であり、地域ではどうしても設備効率が悪く

なりますので、事業性は極端に低くなります。 

都会と地域の双方で事業展開をしておられるNTTさんやKDDIさんなら、都心部で稼ぎ、田舎でイーブンという考え方で地域での設備

効率の悪さを調整できるかもしれませんが、そういった覚悟すらも地域の事業者はできず、大手と比較して事業性が低いまま競争も

できない状況で撤退を余儀なくされることは明らかだと思われます。 

イー・アク

セス 

 KDDI 殿は、東京電力との FTTH 事業統合、JCN 連結子会社化、中部テレコミュニケーション連結子会社化、JCOM への資本参加

と、大規模な事業展開（M&A）を推進されており、ケーススタディとしての参照は限定的であるべきと考えます。 

 FTTH をより早くより多くのユーザに使って頂くためには、競争政策において、Competitive fringe（競争的周辺）に着目し活性化を

図ることも必要であり、従来のファイバ所有事業者や大規模事業者による垂直統合型だけでなく提供形態の拡充を図ることによっ

て、サービス競争を促進することが重要であると考えます。 
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そのためにも、弊社から要望をおこなった分岐単位の接続料（1,500 円）やファイバーシェアリングの実現を図ることが必要と考えま

す。 

 
 
質問１－３ 「OSU 専用の場合「モラルハザード的な利用が多数出現することが懸念」」との答申を引用する一方、御社自身は「設備の利用効率を

高めて１加入者あたりのコストを下げるべく企業努力」をしていると述べている。OSU 専用では企業努力を行う企業はないとまでいえるのか御社

の見解を伺いたい。 

 

KDDI 

ご質問の趣旨が、「OSU 専用型で分岐回線単位の料金を設定すると、接続事業者にとって、設備の利用効率を高めるべく分岐を埋

めていくインセンティブは働かなくなるのか」という意味であるとすれば、当社の考えは次のとおりです。 

どのような方法で分岐回線単位の接続料設定を行うとしても、現状の８分岐単位での利用と比較した場合に接続事業者が負う投資リ

スクが小さくなることから、設備効率を高めようとするインセンティブが働きにくくなることは明白です。 

 
 
質問１－４ 現行ルール下で公正なサービス競争がどこまで実現できているかについて理解するため、KDDI が主張するような一芯借りでどのよう

な競争がどこまで可能なのか、状況を把握したいと思います。営業は、需要が多いところから始まり、次第に面的に広げてゆくことになると思い

ますので、今後、どのような地域で、どこまで面的に広い地域での競争が成り立つかの可能性を見ておくことが大事だと思います。そこで、ＫＤＤ

Ｉの「ギガ得」は、どのような地域で、どのようなサービスを、どのような料金で提供し、当該サービス提供地域において、どれだけのシェア（及び

加入者）を獲得しつつあるか、経営が成り立っているか（その料金はコストに基づくものであるのか）等、KDDI に最近の競争状況を表すデータを

提出して頂きたいと思います。 

 

KDDI 

これまで当社では、2008 年 10 月に首都圏と札幌で「ギガ得」サービスを開始し、仙台、宇都宮（2010 年 1 月）、金沢（2010 年 4 月）へ

と提供エリアを拡大してきました。 

「ギガ得」は１ギガの高速ネットサービスをＩＳＰ料金込みで月額 5,460 円（戸建て）で実現しており、当社がサービス提供しているエリア

では純増シェアの４割を超えるケースもあるなど、お客様に高い支持をいただいております。 

なお、「ギガ得」は、自社専用のＯＳＵを設置して、自前光あるいはＮＴＴのシェアドアクセスを８分岐単位で利用し、設備の利用効率を

高める工夫を行うことによってコストの低廉化（ID あたりのアクセスコスト低減化）が実現できている状況です。（※） 

光サービス市場に占める当社のシェアについても、2009 年 3 月時点の 7.1％から 2010 年 9 月時点で 8.5％へと上昇しており（ＣＴＣを

含む）、2010 年 12 月時点での加入者は約 183 万回線に達しています（ＣＴＣ、ＯＣＴ含む）。当社では、今後も「ギガ得」の提供エリアを
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広げていく予定であることから、更にシェアは上昇し、採算性も向上していくものと考えています。 

 

※【委員限り】 

  

 

 

 

 

 

 
 
質問１－５ ＮＴＴが８分岐一括して他の企業に販売するその理論的根拠をおうかがいしたい。人口の過疎地や地方の企業が、８分岐で購入せざ

ると得ないと仮定すると、その過半数が利用されない状態になる恐れがある。また、購入をあきらめる企業が発生するケースも考えられる。ある

地方の人々が利用できないケースが発生するのは公平性から考えれば問題である。また、経済学的に考えれば、未利用のものが発生するの

は資源の無駄遣いであり、国民経済上非効率的であると言わざるを得ない。市場経済は、需要者と供給者の双方の意見を聞いた上で、経済的

均衡状態（均衡価格と均衡取引量）が成立するものであり、一方が力を持って市場均衡をつくり上げるのは自由主義経済の市場理論に反する

と言わざるを得ないと考えます。 

 

NTT 東日本 

・シェアドアクセス方式は１芯の主端末回線で最大８ユーザの通信を多重して伝送する方式です。つまり、１芯の主端末回線とは、物

理的に光ファイバ８本が束ねられて構成されている訳ではなく、１本の光ファイバに８ユーザの通信が多重されているものです。した

がって、主端末回線は、１ユーザいれば１芯使用するため、利用するユーザ数にかかわらず１芯分のコストをご負担いただくこととし

ています。 

 これに対し、分岐端末回線は、１ユーザごとに、１芯をユーザ宅へ引き込むため、ユーザ数に応じてご負担いただくこととしていま

す。 

 したがって、現行のシェアドアクセス方式の提供にあたって、１ユーザを収容する場合に未利用の光ファイバ芯線が発生する訳では

なく、現行の接続料は、使用する設備に対応して必要となる設備を設備・装置単位にご負担いただく体系としています。 

・また、１芯でカバーする範囲である光配線区域内の世帯数は、都市部は需要が密集していて、地方部は需要が密集していないとい

った配線区域の広さには違いはありますが、カバーする世帯数としては、都市部も地方部も概ね５０世帯となっており、都会と田舎

の差はありません。したがって、地方部だからといって１芯に十分なユーザを集められないということにはならないと考えます。 
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・当社としては、ヒアリングでご説明させていただいたとおり、 

・ＯＳＵの共用は、サービス提供事業者に均一のサービスの提供を義務付けることになり、サービスの進化、発展を妨げ、サービス競

争を阻害することになるとともに、その実現には膨大なコストがかかること、 

・１ユーザ単位の料金の設定は、モラルハザード的利用を助長し、非効率な設備構築となりトータルコストが上昇すること、から、経済

合理的ではなく、導入すべきではないと考えています。 

NTT 西日本 

・シェアドアクセス方式は１芯の主端末回線で最大８ユーザの通信を多重して伝送する方式です。つまり、１芯の主端末回線とは、物

理的に光ファイバ８本が束ねられて構成されている訳ではなく、１本の光ファイバに８ユーザの通信が多重されているものです。した

がって、主端末回線は、１ユーザいれば１芯使用するため、利用するユーザ数にかかわらず１芯分のコストをご負担いただくこととし

ています。 

 これに対し、分岐端末回線は、１ユーザごとに、１芯をユーザ宅へ引き込むため、ユーザ数に応じてご負担いただくこととしていま

す。 

 したがって、現行のシェアドアクセス方式の提供にあたって、１ユーザを収容する場合に未利用の光ファイバ芯線が発生する訳では

なく、現行の接続料は、使用する設備に対応して必要となる設備を設備・装置単位にご負担いただく体系としています。 

・また、１芯でカバーする範囲である光配線区域内の世帯数は、都市部は需要が密集していて、地方部は需要が密集していないとい

った配線区域の広さには違いはありますが、カバーする世帯数としては、都市部も地方部も概ね４０世帯となっており、都会と田舎

の差はありません。したがって、地方部だからといって１芯に十分なユーザを集められないということにはならないと考えます。 

・当社としては、ヒアリングでご説明させていただいたとおり、 

・ＯＳＵの共用は、サービス提供事業者に均一のサービスの提供を義務付けることになり、サービスの進化、発展を妨げ、サービス競

争を阻害することになるとともに、その実現には膨大なコストがかかること、 

・１ユーザ単位の料金の設定は、モラルハザード的利用を助長し、非効率な設備構築となりトータルコストが上昇すること、 

 から、経済合理的ではなく、導入すべきではないと考えています。 

 
 
質問１－６ 利用者が少ないところでのシェアドアクセス方式は、仮に NTT が導入してもやはり１ファイバーに少数の顧客しか収容できないので、

コスト高になるのではないでしょうか。１分岐貸しとは別のスキームが必要と思われますが、如何お考えですか？ 

 

関西ブロー

ドバンド 

地域の方に都会と同様の利用料金を設定すれば、少数の顧客しか収容できない田舎において一人あたりのコストが高くなり、事業性

は極端に低くなります。 

しかし、NTT さんの設備を前提とした場合、１分岐貸しであればその悪条件は NTT さんと同じになり、販売管理コストを工夫することで
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十分大手と競争していくことができると判断します。1 分岐貸しは価格を下げるための手段にあらず、顧客数が少ない地域で、事業者

が NTT さんとサービス競争ができるための最低条件だと認識しています。 

 

もちろん、地域になると、初期の設備投資が NTT さんでも難しくなるでしょうし、国や地方自治体の支援は必要になると思われます。

そういった問題に対しては「光の道」でも明記されている IRU 形式での事業者による運営方式などが検討されるところであり、財源とし

てユニバーサルサービス基金の活用などがあると思われます。そういった財源や運営形態を検討する上での別スキームは地域にと

っては、国の責務として大いに検討していただきたいところです。 

ただし、地域事業者にとっては、NTT さんによる IRU 形式での運営＝地域からの締め出しになっており、これまで獲得してきたお客様

をほとんど NTT さんに持っていかれることになります。そこでも NTT さんとサービス競争するためには、IRU 料金から算出した適切な

コストでの１分岐貸しを求めるところです。 

 
 
質問１－７ 「既存技術の活用で、ファイバーシェアリングは可能」という点について、もう少し技術的に詳しく教えてほしい。 

 

イー・アク

セス 

  光アクセスのファイバーシェアリングは、メタルのシェアリング（例：電話と DSL など）のように、1 本の光アクセス上にて、インター

ネット通信はもちろんのこと、光 IP 電話や映像など、異なる事業者が自由に提供が可能な形態を想定しています。 

 本形態を実現するためには、各サービス提供事業者毎の通信の振り分けや通信の分離が必要になりますが、主に次の 2 点の既

存技術を活用することで対応が可能と考えます。 

 局内側の振り分けスイッチにて、事業者毎に割振られたイーサネットフレーム上の VLAN 識別子情報を判別することに

よって、事業者別に通信を振り分け 

 ONU 等の宅内端末にて、事業者毎にポートを物理的に分けそれぞれの VLAN 識別子に対応させることによって通信を

分離 

 通信品質は、現在の NTT 東西殿 NGN サービス相当のベストエフォートを想定しています。光 IP 電話などにおいて QoS 制御が求め

られる場合は、一般的にはイーサネットフレームや IP パケット上の優先制御情報（CoS 値、ToS 値等）を活用すれば NTT 東西殿のひ

かり電話と同等の品質が確保可能だと考えますが、まずは NTT 東西殿の現在の運用方法をもとに、効率的な実現方法の検証が必

要と考えます。 

 本形態は、シングルスター方式、シェアドアクセス方式に関係なく提供が可能であり、現行のフレッツ光に対しても適用して頂きた

いと考えます。 
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OSU 共用実験の内容と評価 

 
質問１－８ 「ソフトバンク殿等が共用実験で使用した振り分け装置を使用してＯＳＵを共用する場合には、当該振り分け装置は、帯域確保サービ

スのパケットであれ、ベストエフォートのパケットであれ、公平制御が共通に働くため、全体で１Ｇを超えるトラヒックが流入した場合、帯域確保サ

ービスのパケットも破棄され、帯域確保サービスが提供できなくなる」として「公平処理」について説明がなされているが、これは他事業者のシス

テムでも起こりうるのか。 

 

NTT 東西 
ソフトバンク殿等が共用実験で使用した振り分け装置を使用する場合、どの事業者のシステムであっても、地デジＩＰ再送信等の帯域

確保サービスについては、品質が確保されず、提供できなくなると考えます。 

 
 
質問１－９ ＯＳＵ共用の技術面のさまざまな論点について、他社との共同実験や話し合いを行う意思はあるか。 

 

NTT 東西 
・２月２２日のヒアリング時にご説明させていただいたとおり、ＯＳＵの共用は理論的には可能であるものの、現実的には、 

 （ⅰ）膨大な開発費用を要し、サービスの料金が高くなること 
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 （ⅱ）共用する事業者間でサービスポリシーの刷り合わせが困難であること 

 （ⅲ）新サービスの提供等において機動的なサービス提供等に障害がでること 

 （ⅳ）故障発生時の事業者間切分けで復旧時間を要する等サービスレベルが低下すること 

  といった問題があると考えており、当社として共用する考えはありません。 

・実際に当社においても、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ殿等が共同実験で使用した振分け装置で検証を行いましたが、１Ｇを超えるトラヒックが流入した場

合、当社の帯域確保サービスであるひかり電話の音声や地デジＩＰ再送信の画面が途絶することを既に確認しています。 

・当社としては、ＯＳＵ共用の問題についてお問い合わせ等があれば、ご説明していく考えです。 

 
 
質問１－１０ NTT東西のプレゼン資料P20やP23では「ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ殿等が共用実験で使用した振り分け装置を使用してＯＳＵを共用する場合には、

当該振り分け装置は、帯域確保サービスのパケットであれ、ベストエフォートのパケットであれ、公平制御が共通に働くため、全体で１Ｇを超える

トラヒックが流入した場合、帯域確保サービスのパケットも破棄され、帯域確保サービスが提供できなくなる」として「公平処理」について説明が

なされているが、これは御社のシステムでも起こりうるのか。 

 

KDDI 

当社システムについても、共用実験で使用した振り分け装置を利用する場合は、帯域確保サービスにおける「公平処理」に起因する

問題は起こりうるのものと考えます。 

なお、当社も参加したＯＳＵ共用実験では、ヘビーユーザによる大量トラフィックが発生した場合に、当該ユーザへの割当帯域超過分

のパケットが廃棄されることを確認したものであり、帯域確保サービスのパケットとベストエフォートのパケットとを区別し、ベストエフォ

ートのパケットのみが破棄される仕組みが働くかについては実験しておりません。 

 
 
質問１－１１ ＮＴＴ東資料２３～２７項にあるＯＳＵ共用についての批判への貴社反論は？また、貴社資料２２項の英国の事例について、ＮＴＴ東

のヒアリング席上の口頭批判への貴社の反論は？ 

 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 

＜ＮＴＴ東日本殿ヒアリング資料２３頁＞ 

• ＮＴＴ東日本殿ヒアリング資料２３頁には、１Ｇを超えるトラヒックが流入した場合、振り分け装置が公平制御を優先し、優先/ベストエ

フォートに限らずパケットを破棄するとの記載がありますが、弊社共が行ったＯＳＵ共用検証実験ではその様な公平制御を想定して

おらず、ユーザ単位で公平性を担保する方法をとっています。(詳細は別紙⑥を参照願います。) 

• ＮＴＴ西日本殿のサービスイメージ※では１Ｇｂｐｓユーザも１００Ｍｂｐｓ等の他ユーザと同一のＯＳＵに収容されていると考えられま
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す。そうであれば１Ｇｂｐｓユーザは、他のユーザの通信状況によって、「実質１Ｇｂｐｓの速度を提供できない」ことになります。また、

ＮＴＴ東西殿においても、複数のユーザに対して優先制御等の運用をされていると思いますが、脚注にも「インターネットご利用時の

速度は、お客様のご利用環境や回線の混雑状況（地デジＩＰ再送信サービス等提供エリアでは、常に地デジＩＰ再送信サービス等の

通信を行っている場合があり、また、同エリアは変更される可能性があります。）、ご利用時間帯、セキュリティ機能のご利用状況に

よっては、数Ｍｂｐｓになる場合があります。」とあることから、そもそもＮＴＴ東西殿においても実質１Ｇｂｐｓの速度は提供できません。

このため、「実質１Ｇｂｐｓの速度を提供できない」ことはＯＳＵ共用が要因ではないと考えます。 

• ＯＳＵ共用で複数事業者のユーザが存在しても、ＮＴＴ東日本殿ヒアリング資料２３頁のような事業者均等帯域割り当てを行う必要

はなく、現在ＮＴＴ東西殿が自社利用部門ユーザに対して適用している音声や映像に係るパケットを優先的に取り扱うといった優先

制御等のルールを公平に適用することで問題ないと考えます。 

• なお、弊社共の実証実験においては、０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスのような帯域確保サービスの優先パケットは破棄せず、各ユーザの

ベストエフォートパケットをそれぞれ均等に破棄するといった、よりユーザ間の公平性を確保した方法を検証済みです。 

• ※ http://www.ＮＴＴ-west.co.jp/news/1004/100420a_1.html 

 

＜ＮＴＴ東日本殿ヒアリング資料２４頁＞ 

• ＮＴＴ東西殿は、「次世代ネットワークの接続ルールの在り方に関する当社意見」(平成 19 年 11 月 16 日)において、「ＯＳＵ共用時の

帯域制御ができない」と主張していましたが、今回の議論（ＮＴＴ東日本殿ヒアリング資料２４頁）において「費用をかければ技術的に

は実施可能」と前言を撤回しました。このことは、本件の議論を前進させるものであり評価できます。 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 
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• そのＮＴＴ東日本殿ヒアリング資料２４頁中に、制御用ネットワークの開発、構築に膨大な費用がかかるとの記載がありますが、「優

先制御付きの事業者振り分け装置」については、別紙⑦に示すとおり同等の機能を有する装置についての記載があり、当該装置を

利用すれば大規模な開発は不要と考えます。ＮＴＴ法第３条には「電気通信技術に関する研究の推進及びその成果の普及を通じて

我が国の電気通信の創意ある向上発展に寄与し、もつて公共の福祉の増進に資するよう努めなければならない」とあることから、Ｏ

ＳＵ共用に是非その成果を活かしていただくべきと考えます。 

• また、振り分け装置の導入台数等も提示いただいていることから、ＯＳＵ共用の実現に向けて具体的な金額の算出を行っていただく

ことを希望します。それら費用はＯＳＵ共用で接続する事業者で按分すれば１社当たりの費用は軽減されます。その費用によってＦ

ＴＴＨサービスへの新規参入が可能になるのであれば、事業者にとっては有益な投資と考えられます。 

• 以上のように、ＯＳＵ共用実現に向け具体的な議論を進めさせていただくことを望みます。 

 

＜ＮＴＴ東日本殿資料２５頁＞ 

• 現状、ＮＴＴ東西殿は利用部門と管理部門が合意したサービスポリシーに基づき、管理部門が設備構築・運営を行っているものと理

解しています。ＮＴＴ東西殿とＯＳＵを共用する場合、その利用部門と管理部門との間で合意されているサービスポリシーを接続事

業者が受け入れれば、各社のポリシーの刷り合わせを行う必要はないものと考えます。 

• そもそも機能分離では、利用部門と接続事業者の取扱いの同等性確保が基本原則であり、ＮＴＴ東西殿の利用部門と管理部門の

間で運用されているサービスポリシーが接続事業者にも同等に適用されることは当然のことです。 

• また、これにより利用部門と接続事業者との間においてサービス開始時期の同等性も確保されるという効果も生まれます。（例え

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 
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ば、ＮＴＴ利用部門が２００Ｍbps（ベストエフォート）の提供を開始する場合、接続事業者は同様のサービスを同時期に提供すること

ができます）。 

 

＜ＮＴＴ東日本殿資料２６頁＞ 

• サービスの速度アップや新サービスの提供等、新しいＯＳＵを導入する際には、ＮＴＴ東西殿自身が以下のような提供方法を採用し

ているものと理解しています。 

 ①既存のＯＳＵはそのまま維持し続け、その利用者も維持 

 ②並行して新しいＯＳＵを別途導入し、新サービスとして提供 

• すなわち、既存の利用者全員を一旦切断し、ＯＳＵを入れ替えるような導入方法はとられておらず、このことは①の既存ＯＳＵを複

数事業者で共有していることが②の新しいＯＳＵの円滑な導入を妨げることにはならないことを意味しています。 

• したがって、ＯＳＵ共用が速度アップや新サービスの提供を困難とするという指摘はあたりません。（別紙⑧参照） 

 
＜ＮＴＴ東日本殿資料２７頁＞ 

• ＮＴＴ東日本殿主張では、一元的にユーザ対応を実施することとされていますが、その一方でＯＳＵ共用時には接続事業者を交えた

より細かい故障対応フローが必要になるとされています。 

• しかしながら、現在でもＮＴＴ東西殿管理部門･利用部門間で一定のファイヤーウォールが設定されているはずであり、ＯＳＵを共用

した場合、同等性確保の観点からＮＴＴ東西殿利用部門のユーザも接続事業者のユーザも同等に扱われるべきです。従って、ＯＳＵ

を共用したとしても新たな対応が必要になるとは考えられません。 

• そもそも機能分離では、ＮＴＴ東西殿利用部門と接続事業者との取扱いの同等性確保が基本原則であり、ＮＴＴ東西殿の利用部門

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 
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と管理部門の間で運用されている故障対応フローが接続事業者にも同等に適用されることは当然のことです。 

• 詳細については、別紙⑨を参照願います。 

   

   

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 
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• 英国での事例についての弊社見解は次のとおりです。現状ではＯｆｃｏｍはＢＴに光ファイバの物理的なアンバンドル義務は課してい

ませんが、これは日本とは異なり英国の光ファイバ市場が駆け出しの段階にあるがために、Ｏｆｃｏｍが現段階での規制導入に慎重

な姿勢をとったものです。 

• このような状況で、現時点で BT と競争事業者が公正に且つ経済的に競争できる方法は機能的なアンバンドル（Ｖｉｒｔｕａｌ Ｕｎbｕｎｄｌｅｄ 

Ｌｏｃａｌ Ａｃｃｅｓｓ）による卸提供であるとＯｆｃｏｍは判断し、現在、ＢＴに対し VULA の提供義務を課しています。また、現状では VULA

の卸料金規制は課されていませんが、これも上記同様の考え方から２０１０年の見直しでは様子見として規制導入を控えたに過ぎ

ません。２０１０年の見直しにおいて、料金規制の導入は見送られましたが、ＯｆｃｏｍはＢＴの料金設定が反競争的な行為とならない

ようきめ細かく監視する方針を示しており、ＢＴの提供する条件内容次第では、次の見直し（２０１３年）では規制が導入される可能

性が十分にあります。 

• 光ファイバ市場の状況は日本と英国とで異なるものの、現時点ではＯｆｃｏｍがＶＵＬＡ義務を課しつつ、その料金水準までは規制し

ない方針をとった一方で、「ＢＴが公正でリーズナブルな条件で接続事業者にＶＵＬＡを提供することが重要」だとしているＯｆｃｏｍの

考え方は、機能分離を徹底する日本においても学ぶべきところです。 

※ Ofcom レポート「Review of the wholesale local access market」 

http://stakeholders.ofcom.org.uk/binaries/consultations/wla/statement/WLA_statement.pdf 

• ヒアリング席上でのＮＴＴ東殿の批判へのコメントは以下のとおりです。 

• 「①ＯＳＵ共用はトライアルとして実施」との批判については、ＦＴＴＰサービスとして Openreach が正式に提供を開始しているサービ

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 



14 
 

スであることを考慮すれば、適当ではないと考えます。 

※ Openreach のＦＴＴＰサービス 

http://www.openreach.co.uk/orpg/home/products/super-fastfibreaccess/fibretothepremises/fttp/downloads/GEA_FttP_fact%20sheet%20202010－11－09％20pm.pdf 

• 「②光ファイバについては、アンバンドル義務なし」との批判については、前述のとおり２０１０年見直しにおいてＶＵＬＡの開放が義

務付けられていることを考慮すれば、英国におけるドミナント事業者に対する規制の実態を正確に捉えた発言ではないと考えます。 

• 「③下り１００Ｍでユーザ料金６０００円は必ずしも安くない」と指摘していますが、Openreach が用意しているメニューには下り４０Ｍ

等その他のメニューも存在すること及びサービス提供開始から間もなく需要も少ない状況である等の日英間の環境の相違を考慮す

ると、現時点での料金水準を比較することはあまり意味をなさないと考えます。 

 
 
質問１－１２ 品質保証型（QoS）通信を含むトラヒックが今後増大していく方向にある中、御社を含む競争事業者が行った OSU 共用実験では、

0ABJ-IP 電話の同時利用や地デジＩＰ再送信のような品質確保型の映像配信の検証は行われていない（または行われたか不明）との指摘があ

るところ、この状況にどう対処しているといえるか。 

 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 

• ０ＡＢＪ-ＩＰ電話や映像配信の検証について以下のとおり実施しており、いずれの場合でも品質保証型通信が問題なく行われること

を確認しています。 

– ラボ環境での検証実験において、１Gbps を超えるトラフィックを流した状態で０ＡＢＪ-ＩＰ電話や映像配信等に使われる

優先パケットが保護され、ベストエフォートパケットがユーザごとに公平制御されること 

– 商用網での検証実験において、０ＡＢＪ-ＩＰ電話の end to end での通話品質が ０ＡＢＪ-ＩＰ電話提供条件を満足すること 

なお、商用網に接続した検証環境で複数事業者の０ＡＢＪ-ＩＰ電話サービスとＩＰＴＶサービスを同時利用可能であることも確認して

います。 

 
 
質問１－１３ OSU 共用について、御社はかつて競争事業者とともに OSU 共用実験を行い、「技術面・運用面で OSU 共用は可能」との検証結果を

報道発表しているところ、今回のプレゼンでは反対のことを述べている。両者の関係を伺いたい。 

 

KDDI 

当社が参加したＯＳＵ共用実験では、NTＴの外販許諾品を用いて、共用に参加するすべての事業者が同じルールで同じスペックのサ

ービスを提供することに合意するのであれば、技術的には共用が可能であることを確認しました。 

ただし、当社が自社専用のＯＳＵを設置して「ギガ得」サービスを展開した結果、お客様が求めているものは価格だけでなく速度等の
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サービスの多様性であるということがわかりました。そのため、今回のヒアリングにおいては、ＯＳＵ共用が技術的に可能だとしても、

当社の「ギガ得」のようなサービスは実現できない、との考えを述べたものです。 

 
 
質問１－１４ P18 で、ＯＳＵ共用を行った場合の、運用面・新サービスについては、ＮＴＴと同一ルールを適用して構わないと主張しています。具体

例として P34 では、障害発生の場合の運用ルールについて説明していますが、これだけではなく、サービスの水準（最大通信速度や、新サービ

スの内容・提供時期等）についても、東西のサービス水準に従うということでしょうか。 

質問１－１５ 「機能分離を行うなら、同一ルールを適用するだけ」とのご主張について、「同一ルール」とは現行の NTT 東西のルールを御社など

競争事業者にもそのまま適用するという趣旨と理解したが、正しいかお伺いしたい。 

 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 

• 「障害対応」「サービス水準」のみならず、アクセス部分に係る全ての運用面・新サービス対応において、ＮＴＴ東西殿の管理部門と

利用部門の間のルールを接続事業者にも適用し、サービスレベル等を同等にすることを前提とすれば、ＮＴＴ東西殿を含めたＯＳＵ

共用は容易に実現可能です。（「同一ルール」とは、このＮＴＴ東西殿の管理部門と利用部門の間のルールのことを意図しています） 

• こうした整理こそが、機能分離の本来あるべき姿であり、サービス提供時期の同等性を含め、ＮＴＴ東西殿利用部門と接続事業者の

間の公正競争環境を整えることに他なりません。 

• なお、機能分離を実施している英国の Openreach におけるＦＴＴＰサービスの提供形態において、この考え方は実践されているもの

と理解しています(タスクフォースの結論で機能分離を採用すると整理された日本において同様の接続形態が採用されない理由は

ないものと考えます)。 

 
 

OSU 共用を実施した場合の１ユーザあたりコスト 

 
質問１－１６ 「優先制御を優先する振り分け装置を新たに開発・導入するコストに加え、各社のＩＰネットワークの下部に別の制御用のネットワー

クを開発・構築するため、膨大な費用を要する。」という説明があったが、何らかの仮定をおいても良いので、「膨大な費用」について数字で見込

みを示してもらいたい。 

 

NTT 東西 
・事業者振り分け装置、帯域制御サーバ、オペレーションシステムの開発・導入費用は、大胆に推計すると、数百億円では収まらず、

約４,０００億円程度かかるものと想定しています。 
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※【委員限り】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
質問１－１７ このページの二次曲線の計算方法及び考え方について詳細にご説明願いたい。 

 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 
• 弊社ヒアリング資料１５頁(詳細は別紙④を参照願います。)の赤色の曲線は、弊社ヒアリング資料３２頁(詳細は別紙⑤を参照願い

ます。)をもとに作成しています。 
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• 弊社ヒアリング資料３２頁については、１主端末回線を最大８ユーザまでシェアした場合の、稼働率ごとの１ユーザ当たりの平均コス

トを計算しています。これは、振り替えスイッチから屋内配線装置を含むものであり、ＮＴＴ東日本殿の接続料等をベースに算定した

ものです。弊社ヒアリング資料３２頁では、結果として収容ユーザ数によって最大１,３００円程度まで平均コストが下がることを示して

います。 

• 弊社では、上記の考え方に加え、現在のＮＴＴ東西殿の光ネットワークが全国で約１５０万の配線区画に分かれているものと理解し

ており、１区画当たりの収容ユーザ数が約５０世帯であるということをもとに、その約５０世帯が全て光ネットワークに加入した場合の

１ユーザ当たりの平均コストを算定したものが弊社ヒアリング資料１５頁のグラフです。 

• 光信号主端末回線等については、８ユーザごとに設備追加となるため、９ユーザ目、１７ユーザ目、２５ユーザ目・・・、と光信号主端

末回線等が追加になる度に平均コストは一時的に上がりますが、収容数が増えていくにつれ、平均コストは下がっていきます。 

• また、光配線区画が全国に約１５０万あることを考え、全国の配線区画の平均コストは、弊社ヒアリング資料１５頁の赤色の曲線に

近似されると想定しています。弊社ヒアリング資料１５頁のグラフからも明らかなように、１,４００円という接続料の水準は決して実現

不可能な水準ではありません。 

※弊社ヒアリング資料１５頁は、申請中接続料をベースに作成したものです（別紙④とは数値が異なります）。 

   

 

 
 

質問１－１８ ＮＴＴ接続料１４００円を要望されていますが、その場合の接続料原価の算定はどのように行われるのでしょうか。接続料算定規則に

沿うような説明を頂戴出来れば幸いです。 
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ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 

• 弊社の提案する接続料１,４００円という水準は、ＯＳＵ共用を前提とした分岐端末回線単位の接続料の設定を行う前提のものです。 

• この水準は、接続料算定規則に基づき算定された現行の１芯あたりの接続料水準をベースに、その物理回線内を平均的に何本の

分岐端末回線が使用しているかで割戻し算定することが可能と考えます（詳細は回答５で説明したとおりです）。 

• こうした分岐端末回線あたりの接続料設定の考え方は、既に接続約款において規定されているメガデータネッツサービスやＷＤＭ

の波長貸しサービス等における論理回線あたりの接続料設定等において前例があるところであり、加入光ファイバー接続料の設定

においても、この考え方を適用することは可能と考えます。 

 
 
質問１－１９ FTTH の月額接続料について、1 分岐単位とし、1,500 円を目途とされていますが、その場合の接続料原価の算定はどのように行わ

れるのでしょうか。接続料算定規則に沿うような説明を頂戴出来れば幸いです。 

 

イー・アク

セス 

• 光ファイバの接続料については、消費者の FTTH を利用するインセンティブを向上させ、FTTH の利活用を促進させる目的で、メタル

と同水準の経済的条件を実現することが直近の課題と考えるため、「1,500 円目途」としております。 

• 算定方法としましては、今回のNTT東西殿の申請においてもシングルスターでは早期の実現が困難であると考えたため、分岐単位

の接続料とすれば、算定規則に則った将来原価方式（5 年）で算定することによって、需要の拡大による 1 単位あたりのコスト減と収

容率の向上が見込めるため、実現可能な範囲であると考えます。 

• また、既に接続約款において規定されている事例としましては、WDM を指定電気通信設備とした波長貸しメニュー等における論理

回線単位での接続料が設定されている実績もあり、光ファイバにおきましても、この考え方を適用し、分岐単位接続料を設定するこ

とも合理性があると考えます。 

 
 
質問１－２０ ＮＴＴ東西の申請案によると１芯あたり接続料が低廉化するなか、OSU 共用は２社程度で共用するだけでも１ユーザあたりのコスト

はある程度低廉化すると思われるところ、なぜ NTT 東西を必ず含めなければならないのか伺いたい。 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 

• 「光の道」実現のためには、アプリケーション・サービスの充実化のみならず、利用者料金の低廉化も必要であり、そのためには、設

備の稼働率向上による１ユーザ当たりのコストの低廉化が不可欠です。 

• ＮＴＴ東西殿及び接続事業者が一体となった、オールジャパンでのＯＳＵ共用を実施すれば、トータルでの設備量が少なくて済むの

は自明の理であり、それこそが１ユーザ当たりのコストを低廉化させる最大のポイントです。 

• また、ＮＴＴ東西殿利用部門と接続事業者との間の真の公正競争環境を整備するためにも、ＯＳＵ共用は必須です。 
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BT オープンリーチの FTTP サービス 

 
質問１－２１ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ資料２２項にある英国のＯＳＵ共用について、ヒアリング席上口頭での貴社反論を、文書にて詳論願いたい。 

 

NTT 東西 

・ＢＴでＯＳＵ共用を実施している例があることは承知していますが、未だトライアルの段階であり、エリアも２ビルに限定されていま

す。 

・日本では、光ファイバのアンバンドルが提供されているのに対し、英国では、光ファイバのアンバンドル義務は課されていないため、

ＢＴのトライアルについては、ＯＳＵと組み合わせて伝送サービスとして卸提供する形態となっています。 

 この卸売サービスには料金規制がなく、当社のサービスにもっとも近いメニュー（下り１００Ｍｂｐｓ、上り３０Ｍｂｐｓ）の料金は、ユーザ

宅から最寄の収容局内の事業者振り分け装置までのアクセス部分だけで、１サービス当たり約６，０００円となっており、日本と比べ

て極めて高い価格となっています。例えば、１ユーザがＩＰ電話とインターネットを利用した場合は、約１２，０００円程度必要となりま

す。 

・また、サービス的に見ても、当社のＮＧＮでは、ネットワーク全体で一元的に帯域制御することにより、帯域確保サービスであるひか

り電話や地デジＩＰ再送信サービスを提供していますが、ＢＴのトライアルのスキームでは、こうしたサービスを提供するための帯域

制御の仕組みがなく、帯域を確保しない電話とベストエフォートサービスを提供するものであると聞いています。 

・ベストエフォートサービスに関しても、日本では各事業者が１Ｇの高速サービスを提供しているのに対し、英国では、こうした高速サ

ービスは提供されていません。 

・さらに英国では、光のエリアカバー率が１６％、光の世帯普及率が０．１％であり、日本よりも極めて低い水準にあり、料金も極めて

高い水準となっています。 

・このように、光の整備、普及、料金水準、サービスの多様化・高度化といったあらゆる面において、英国は日本より遅れており、ベス

トエフォートだけで均質なサービスでよいという前提でＯＳＵ共用が可能になっているものと考えます。 

 これに対し、日本の場合には、サービスの多様化・高度化によって普及率を拡大していく段階となっていることを踏まえれば、英国

の事例は全く参考にならないと考えます。 

 
 
質問１－２２ イギリスの事例について紹介いただいているが、値段や設備などに多少の違いが見受けられるところ、それが直ちに日本にあては

まるといえるか。 
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イー・アク

セス 

  年間利用料 

 弊社資料の P.20 で示した FTTP の料金額が必ずしも安くないというご指摘と認識します。 

BTは、2015年までにカバー率66％を目指しており(※1)、現時点がまさにスタートラインであり、エリアも今後除々に拡大されていく

ものと認識しております。 

 他方、日本では、既に NTT 東西等において、カバー率で 90％以上、 FTTH 利用者で 1,500 万と拡大しており、2011 年度にはす

でに採算ベースに乗る状況にあります(※2)。 

したがって、BT と比較して、コスト的にはよりリーズナブルな料金を設定できる環境にあると考えます。 

 設備 

 ご指摘の点がどの部分か分かりかねますが、ここでは OLT を取り上げさせていただきます。 

Openreach では G-PON、日本では GE-PON を利用しておりますが、シェアドアクセスとしての基本的な構造は同等であると認識し

ております。 

 また、 Openreach の G-PON において興味深いのは、機能として、旧来のアナログ電話を継続して提供できるような仕組みを実

装（将来的には IP 電話も可能）しており、このことによって、よりユーザの負担感を減らして、光サービスの選択を促進できるものと

推測します。 

 たとえば、これを日本の例に置き換えますと、アナログ電話の継続は経済合理性の面で困難であっても、弊社が提案したような

ファイバーシェアリングの形で、現行の加入電話/ADSL の形態を継続し、電話（NTT 東西殿）とインターネットを別々の事業者が提

供できる仕組みとすれば、利用者メリットも大きいと考えます。 

 なお、Openreach において、FTTP はトライアルとしての実施ではなく、サービスメニューとして、既に一部エリアにて提供されてい

ます(※3)。 
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